
　前回は「60代6000人の声」アンケート
の2023年調査から、60歳代のお金の事情
をまとめました。今回は、資産運用の実
態をまとめてみたいと思います。といっ
てもどんな投資をしているのか、保有銘
柄は何かといった視点ではなく、何のた
めに資産運用をしているのかについて考
えてみたいと思います。

積立投資の時代

　まずは数字から紹介します。「60代6000
人の声」に回答していただいた6503人の
60歳代のうち、金融資産を保有している
人は4988人、その中で資産運用を行って
いる人は49.6％でした。保有資産が多い
人が運用をするのは、不思議なことでは
ありません。保有資産１億円以上の60歳
代では80.5％が投資をしていますし、
2001-5000万円の層でも60.5％が投資を
しています〔図表1〕。自分のことを考え
ても、60歳代で資産運用をしている人が
多くいるのはそれほど不思議ではありま
せんが、金融資産保有者の半数が投資を
しているという数字をみると、改めて高
齢者が資産運用の担い手であることに気

が付きます。
　ところで、保有資産500万円以下の層で
も23.5％の人が投資をしている点に注目
しています。これは高齢者の投資が新し
い時代に入ったことを示しているのでは
ないでしょうか。従来は、投資といえば
「まとまった資金がある人が行うもの」と
いう意識が強かったと思います。
　私が以前に勤めていたフィデリティ投
信が行った「ビジネスパーソン１万人ア
ンケート」では、2010年の調査で、現役
世代に「投資をしない理由」を聞いたと
ころ、48.4％が「投資をするだけのまと
まった資金がないから」と答えていまし
た。その比率は積立投資が認識され、定
着するにつれて徐々に低下していきまし
た。
　「まとまった資金がないと投資はでき
ない」と考えている人たちが退職金を受
け取ると、投資に向かうという理由がで
きてしまいます。これが以前の高齢者の
投資への主流だったのではないでしょう
か。しかし、今は現役時代から資産運用
を続けています。2014年に導入された
NISA（少額投資非課税制度）、2017年に
ニックネームがつけられて広がった
iDeCo（個人型確定拠出年金）、2018年の
つみたてNISA。こうした制度の充実が
現役時代からの資産形成を後押ししたこ
とはいうまでもありません。その結果が、
保有資産500万円以下の層でも４分の１
が投資を行っているという数字につな
がっているように思います。
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退職後も投資を継続する意味

　現役時代からの資産形成を続けてきた
人たちは、「退職するときにリーマン
ショックのような大きな相場下落があっ
たら困る。どうすれば良いのだろうか」
と考えたことがあるはずです。そして、そ
の解決策として「年齢が高くなるにつれ
てリスク性資産の比率を下げる」ことを
考えるべきだと言われたこともあるはず
です。実際、私も自分が現役時代に、投
資啓発の一環としてそうしたアドバイス
をしてきました。
　しかし、実際に退職してみると、自分
もまだ数年、いや十数年は資産運用を続
けるだろうと思っていることから、「退職
したときにリーマンショックがあっても、
その時に全てを現金化するわけではな
い」し、「退職時点でリスク性資産比率を

０％にするなんてとんでもない」と気付
きました。
　投資にまとまった資金が必要だと考え
ていた時代、すなわち退職金が投資の
きっかけになる時代から、給与の中から
少しずつ投資を行う時代に変わってきた
ことで、「退職と投資」の間に何のつなが
りもなくなってきました。それは資産形
成と資産活用が「生涯のお金との向き合
い方として、資産運用で一つにつながっ
ている」ということでもあります。実は
これが、この連載の基本的な考え方の一
つになると思っています。
　退職後に資産を取り崩す時代になって
も運用を続けていく。これが、資産活用
のフェーズにおける資産の取り崩し（＝
デキュムレーション）の基盤になる考え
方です。価格変動する資産を計画通りに
取り崩して、想定する時期に想定する資
産残高を残せるようにする。これが大切
なポイントになります。言い換えると、
「上手な取り崩しは資産寿命の延命に必
要な方策だ」ということでもあります。

退職後に資産運用する本当の意味

　その視点で、５割近くが投資をしてい
る60歳代を分析してみると、まだその意
識が十分に広まっていないことが感じら
れます。
　資産寿命の延命策として資産運用を挙
げている人は、わずか16.4％〔図表2〕。資
産寿命の延命策としては、節約と長く働
くことを選んだ人の半分の水準です（そ
れぞれ33.6％と32.5％）。これに対して現
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〔図表１〕保有資産額別資産運用状況

出所：�合同会社フィンウェル研究所、「60代6000人の声」ア
ンケート調査、2023年
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在資産運用を行っている人だけを抽出し
て同じ分析をすると、その比率は31.2％
と２倍に高まり、節約や長く働くことと
肩を並べる水準（それぞれ25.0％と
30.0％）にまで高まります。しかし、そ
れでも３割です。資産運用が必ずしも資

産寿命を延ばすための対策として行われ
ているわけではないことがうかがわれる
水準です。
　まだまだ運用資産の上手な取り崩しに
関する考え方を広げていく必要があると
つくづく感じます。

〔図表２〕資産寿命の延命策�

資産寿命の延命策 金融資産保有者 資産運用をしている人
回答者数 4988人 2472人

生活費を切り詰めて支出を抑制 33.6％ 25.0％
少しでも長く働いて収入を得る 32.5％ 30.0％

保有資産を株・債券・投資信託などで運用 16.4％ 31.2％
少しでも金利の高い金融機関に預け替える 2.5％ 3.2％
金融資産の延命策は特に考えていない 11.0％ 8.2％

遺産などを当てにする 0.7％ 0.5％
その他 0.2％ 0.1％

この中にはない 2.9％ 1.9％

出所：合同会社フィンウェル研究所、「60代6000人の声」アンケート調査、2023年
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